
国土交通省　最終的な調整結果

制度の所管･関係府省

国土交通省

求める措置の具体的内容

公営住宅建替事業の定義である現地建替要件を廃止して、非現地建替も公営住宅建替事業とする。

公営住宅建替事業の施行要件である敷地規模要件（市街地0.1ha以上）及び戸数要件（従前戸数以上）を廃

止する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

　敷地が小規模である（建替時において時代により見直されている最低居住水準を確保するため、１住戸の

床面積を大きくする必要があることから、従前の整備戸数以上を当該敷地で確保することが困難）等の理由

により別の敷地に建替える場合は、公営住宅建替事業（法定建替）の定義から外れることから、従前住宅

（除却予定住宅）の入居者に対する明渡請求権が付与されず、入居者との移転に関する協議が難航し事業

が長期化する等、円滑な建替に支障（移転に関する協議が長期化し従前住宅敷地の売却等に支障）をきた

すことがある。

　都市計画区域外等の郊外や小規模敷地での建替、人口減少を受けた従前戸数未満の建替といった地域

の実情、個々の団地事情に応じた公営住宅建替事業が不可能である。

　敷地規模要件や戸数要件がなければ、人口減少を受けた中長期的な公営住宅の需要に応じ、公営住宅

の直接供給だけではなく、借上げ公営住宅の導入や公営住宅以外の住宅による対応等、地方の実情、個々

の団地事業に応じた柔軟かつ円滑な建替や非現地建替が公営住宅建替事業として可能となる。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築

提案事項
（事項名）

地域の実情に応じた事業実施のための公営住宅建替事業の施行要件の一部の廃止等

提案団体 愛媛県

管理番号 861-2

根拠法令等

公営住宅法第２条・第36条

公営住宅法施行令第10条
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回答区分 C　対応不可

　公営住宅制度の趣旨・目的は、住宅に困窮する低額所得者に対し低廉な家賃で住宅を賃貸し、これをもっ

て国民の住生活の安定に寄与することにある。非現地建替は、当該敷地を再度公営住宅団地として活用す

るわけでなく、従前そこで生活を営んできた入居者の生活環境に多大な影響を与えかねず、従前入居者の

居住の安定性を損なうことが懸念されることから、明渡請求権等の強制力をもつ公営住宅法上の公営住宅

建替事業として認められていない。

　公営住宅法第３６条等において、公営住宅建替事業を行う要件として、区域要件及び規模要件、戸数要件

が規定されている。市街地等の区域要件及び規模要件は効率的な建替えを実施するため、戸数要件は公

営住宅が不足している状況下で従前から居住している入居者の公営住宅への再入居を保証するため、それ

ぞれ設けられている要件であり、公営住宅の整備促進又は公営住宅の居住環境の整備という観点から、こ

れらの要件を廃止することはできない。

　なお、公営住宅法第３６条第３号ただし書以下及び地域住宅特措法第１２条に基づき、都市施設に関する

都市計画が定められている場合、社会福祉施設を併設する場合、公営住宅以外の公共賃貸住宅を建設す

る場合等の特別の事情がある場合には、特例として戸数要件を緩和することが認められている。

各府省からの第１次回答

　

　非現地建替(集約建替）の敷地は同一市町村内の近隣の地区を想定しているため、全ての非現地建替（集

約建替）が従前入居者の生活環境に多大な影響を与えたり、居住の安定性を損なうとはいえないと考える。

　また、効率的な建替を実施するために市街地等の区域要件及び規模要件を、公営住宅が不足している状

況下で再入居を補償するために戸数要件を存置されるとのことであるが、今後の人口減少を踏まえると、将

来的に公営住宅が不足することは考えられず、国においても人口減少を受け、インフラ長寿命化基本計画が

策定され、インフラの統廃合などを計画的に実施することとなっており、コンパクトシティを目指すべきと考え

ることから、これらを促進するためにも、要件は廃止すべきと考える。また、非現地であっても集約する住宅

の入居者を含めた戸数を整備するのであれば再入居の補償は可能と考える。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

【全国市長会】

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○　現地要件については、既存の公営住宅の除却を前提とした公営住宅の集約化のための非現地建替え

を円滑に進めるために、既存の公営住宅を統廃合するとの限定を設けるとともに、現地から一定の距離制限

等を設け、「入居者の居住の安定性」を担保した上で、廃止すべきであるが、この場合何か具体的な支障は

あるのか。

○　戸数要件については、公営住宅の供給目標量を都道府県が定めることとされていることを前提とすれ

ば、地域の実情に応じた判断の余地を拡大しつつ、居住者の再入居を保障することを念頭に、「除却前の入

居者数以上」まで緩和すべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

○　全域が市街地の区域外のため、現地における建替であっても法定建替の要件を満たさず、明渡し請求

権が付与されないために入居者との移転交渉が難航した事例が報告されている。このような場合には、市街

地要件を適用すべきでないが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 D　現行規定により対応可能各府省からの第２次回答
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　市街地要件で定める「市街地の区域内」や「市街化が予想される区域内」とは、公営住宅法上具体的な定

義があるわけではなく、また都市計画法、都市再生特別措置法等他法令から特に引用されている概念でも

ないが、少なくとも「市街地の区域内」という文言により、ご指摘のような「都市計画区域外等の郊外」にある

公営住宅を一律に排除する趣旨ではない。

　なお、個別の建替事業について、当該事業区域が市街地要件を満たすものか、自治体において判断に迷

う場合は、各地方整備局へご相談いただきたい。

６　【国土交通省】

（４）公営住宅法（昭26法193）

（ⅱ）公営住宅建替事業の施行に係る市街地要件（除却すべき公営住宅が市街地の区域又は市街化が予

想される区域内の一定規模以上の土地に集団的に存していることを必要とするもの）（36条１号）について

は、除却すべき公営住宅が都市計画区域外等の郊外にある場合を一律に排除する趣旨ではないことを、地

方公共団体に通知する。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年１月30日閣議決定）記載内容
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